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 研究要旨：潰瘍性大腸炎（以下 UC）に対する標準術式は大腸全摘・回腸嚢肛門（管）吻合である

が、肛門機能が維持できずに人工肛門を必要とする pouch 非機能（pouch failure）症例が存在す

る。その頻度や要因による報告は様々で単施設の調査しかない。そこで多施設共同研究として本邦の

症例を集積し、要因を明確にすること、さらに長期維持改善への対策を考案するため今回の研究を立

案した。平成 28 年度に集積された 2,376 例を検討して報告した。累積 10年の pouch 機能率は 95.8％

であった。Pouch failure の危険因子はクローン病への術後診断の変更）が独立した危険因子であっ

た（hazard ratio13.4）。 
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A. 研究目的 

UC 手術症例は増加しており、その長期予後

を検討することは、今後手術を予定している

患者に説明するうえで、重要なデーターとな

る。単施設の報告例は存在するが、多施設の

多数例の報告は本邦にはないため、本邦の現

状を明らかにすることを目的とした。 

B. 研究方法 

  UC に対し pouch 手術を行った症例を対象と

し、患者背景、UC背景、術後 pouch 機能の有

無、pouch failure の集計をアンケート調査

により集計した。検討項目は性別、生年月

日、UC 発症年齢、手術時年齢、手術適応、病

変の範囲、術直前の重症度、臨床経過分類、

術前治療の種類、UC 関連疾患の合併有無、初

回手術時の診断、及び最終診断、分割手術計

画、肛門吻合の種類、pouch 形態、pouch 機能

日、pouch failure となった日または最終確

認日、pouch failure の理由、死亡症例とそ

の理由とした。平成 28年度はアンケート結果

の集計および発表を行った。  

（倫理面への配慮） 

各施設で匿名化されたデーターを使用したた
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め、倫理面での問題はない。 

C. 研究結果 

 全国 13施設、2,376 症例が集積された。

回腸嚢肛門吻合（IAA）1,298 例、回腸嚢肛

門管吻合（IACA）1,078 例であり、縫合不全

は全 176 例（7.4%）術式の差はなかった

（IAA：87、IACA89）。死亡症例は 34 例

（1.4%）、周術期死亡は 10 例（0.4%）であっ

た。27 例が人工肛門閉鎖不可能であり早期

pouch 機能率は 98%であった。Pouch 非機能

の理由は本人希望（高齢を含む）7、縫合不

全の治癒遷延 9、死亡 7、進行がん 7であっ

た。Pouch 非機能の危険因子は 3期分割手術

（odds ratio6.4）、縫合不全（odds 

ratio9.8）であった。 

Pouch 機能 2,349 例では 61 例（2.6%）が

pouch failure となっており、累積 10年の

pouch 機能率は 95.8％であった。Pouch 

failure の要因は回腸嚢炎 7、肛門管再燃

3、cancer/dysplasia4、肛門機能不全 6、絞

扼性イレウス 4、骨盤内合併症（膿瘍、瘻

孔）36 であった。Pouch failure の危険因

子は術後診断の変更（クローン病、

Indeterminate colitis）が独立した危険因

子であった（hazard ratio13.4）。最終診断

が UCの場合、pouch 機能率は 96.9%/10 年で

あったが診断変更の場合 46.8％/10 年であっ

た（p<0.01）。 

D. 考察 

 pouch 非機能は高齢などを理由とした本人

希望であり、このため 3期分割手術がリスク

となったと推測される（分割手術予定であっ

たが初回以降の手術を行わなかった）。肛門

温存手術での肛門機能には縫合不全が大きく

かかわると考えられる。 

 長期機能維持は診断変更症例では有意に低

下していた。膿瘍、瘻孔の骨盤合併症も大き

くかかわっていると推測される。 

E. 結論 

 縫合不全症例では pouch が機能しない症例

が増加するため、その予防に努める必要があ

る。術後診断がクローン病またはその疑いと

なった場合には pouch 機能率が有意に低下す

ることが明らかとなった。今後はさらに

pouch 機能不全を予防する工夫、治療を模索

する必要がある。 
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